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新型コロナの震源地である中国では、強固なロックダウン（都市封鎖）と外出制限で、ウイルスの

封じ込めに一定の成果を挙げた。そうした経緯もあって、その後に感染が蔓延した欧米や日本におい

ても行動制限による感染拡大防止という措置が取られた。 

しかし、その代償として経済活動が制限されたために、多くの国は 2020年のＧＤＰが 2019年対比

で減ることが見込まれている。 

政府は、経済対策として大規模な財政措置を実施している。ただし、コロナ禍での経済対策はいわ

ゆる財政支出によるＧＤＰの押し上げ効果等を期待したものではない。行動制限を課しているのに、

財政支出で経済を動かすことは矛盾しているからだ。コロナ対策としては労働者や中小企業への補助

金・給付金が主軸で、失業や倒産といった不可逆変化を防ぐ目的で実施されている。 

こうした所得支援策は、個人としてみれば所得が増えたように感じるが国全体として見れば、コロ

ナ禍で失った所得が補填される訳ではない。あくまでも誰かの所得や企業収益が他の人に移転されて

いる（再分配されている）に過ぎない。そのため、持続的な政策とは言い難い。 

本稿では、この点について非常にシンプルな経済モデルで考えてみたい。 

登場人物は 2 人だけである。1 人（以下Ａさん）が飲食店を経営し、もう 1 人（以下Ｂさん）が映

画館経営しているとする（図表 1：平時の経済）。Ａさんは食堂で定食とお酒を提供している。一方の

Ｂさんは映画館で映画上映をしている。 

（図表 1）平時の経済 

 

（）

（資料）いらすとや、筆者

Aさん

映画鑑賞代：2000円
Bさん

昼定食代：500円

夜定食とビール代：1500円
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Ａさんは 2000円をＢさんに払って映画鑑賞し、Ｂさんは 2000円をＡさんに払って定食やビールを

注文し食堂で昼食と夕食を食べる。この経済のＧＤＰは合計 4000円である1（緑の矢印部分）。 

 

この経済がコロナ禍に見舞われたとしよう。Ｂさんは映画館を一時休業する。Ａさんは食堂での飲

食提供を自粛し、代わりにお弁当販売に変えたとする。Ａさんは映画鑑賞ができなくなり、娯楽をあ

きらめる。Ｂさんは昼・夜ともにお弁当となり、2個（1000円分）買うことにする。 

しかし、困ったことにＢさんは映画館収入がないので、お弁当 2個すら買えなくなってしまう。 

そこで少し登場人物を増やしてみる。ＡさんとＢさんの他に政府と銀行が登場すると経済をうまく

回すことができる（図表 2：自粛経済）。 

①政府がＢさんに給付金 1000円を支給する。 

②Ｂさんは 1000円の給付金でお弁当を 2個購入する。 

③Ａさんは 1000円が手に入るが、映画鑑賞できないので銀行に預金しておく。 

④銀行は、政府が所得支援策の財源として発行する国債（1000円）をＡさんの預金で購入する。 

（図表 2）自粛経済 

 

 

結局はＢさんに支給したお金がＡさんと銀行を通じてまた戻っているだけだが、これで経済は上手

く回る。ただ、こうした営業自粛状態の経済では、自粛した活動分（映画・食堂での飲食）のＧＤＰ

が失われ、経済全体のＧＤＰ（緑の矢印）は 1000円まで縮小してしまう。 

なお、給付金の額は、例えば 5000 円に増額したとしても、Ｂさんがお弁当を 2 個（1000 円分）ま

 
1 シンプルな経済を考えているため、あえて細かい部分は省略する。たとえば、図表 1では 2000円のお金がＡさんとＢさ

んの間で言ったり来たりする。この 2000円はどこから来たのか。辻褄を合わせるには、例えば、銀行があってＡさんが銀

行から 2000円借りて映画鑑賞、Ｂさんにお弁当・バーで 2000円売上げた後に銀行に返すなどの想定をする必要がある。Ｇ

ＤＰという言葉も通常年次単位で考えるが、ここでは日次のような期間とする。また、通常は原材料の仕入がなされるが、

ここではＡさんは食堂経営に必要な材料をすべて自身で作っており、すべての付加価値がＡさんに帰属するとしている。Ｂ

さんも同様である。 

（）

（資料）いらすとや、筆者

Aさん

お弁当代（2個）：1000円

食堂での飲食やビールは我慢

Bさん

政府銀行

預金：1000円

国債購入：1000円

補助金：1000円

映画鑑賞は我慢
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でしか食べられないとすれば、4000 円は預金にまわってしまう。政府が発行する国債は 5000 円に増

額されるが、Ａさんの 1000 円の預金とＢさんの使わなかった 4000 円の預金の合計 5000 円で国債が

購入される。結局、モノやサービスの交換として使われるお金は 1000円でＧＤＰは図表 2と変わらな

い2。 

自粛による供給制約のため、ＧＤＰは 1000円から増えず、残りのお金は預金されてその分で国債が

購入されるという図式は変わらない。 

 

では営業自粛が解除されたらどうなるか。仮にコロナを完全に克服して元の経済に戻ったとすると、

ＧＤＰ4000 円の図表 1 の経済に戻るだけである。自粛時に失ったＧＤＰの 3000 円は戻ってこない3。 

Ｂさんへの給付金は、自粛経済の中で、Ａさんの売る生活必需品をＢさんが買えるようにお金を移

動させているだけであり、外の世界から補填している訳ではない。経済を止めても、政府が財政措置

を取り続けることができれば、ＧＤＰ（国の所得）が下支えされるというのは大袈裟で、自粛経済の

中で得られる所得を再分配しているだけである。繰り返しになるが、経済対策の主眼は失業や倒産と

いった不可逆的な変化が生じて、コロナ禍後に被害が波及するのを防ぐ点に置かれている。 

 

命の危険性がある感染症に対して、その拡散を防ごうとするのは当然である。ただし、むやみに経

済活動を止めてしまうと、活動を停止した期間中の所得は確実に減ってしまう。経済活動を制限した

上での所得の補填が意味を持つのは、自粛経済の中でも活動している人がいて（例えばエッセンシャ

ルワーカー、在宅勤務者など）、自粛経済のもとでも必要なモノ・サービスがあり、それを購入できる

ようになるからである。 

 

もちろん、強固なロックダウンで迅速に感染を収束させるという短期戦で決着をつけられれば、結

果的に経済再開しやすくなる。しかし、感染収束が中途半端な状態で経済活動を再開すると、再び感

染が広がり、結果的に長期戦を強いられる可能性も高い。 

止めてしまった経済の所得は（リベンジ消費で戻ってくる一部を除いては）失われてしまう。長期

戦をにらむのであれば、広範囲かつ厳しい活動制限策は持続力に乏しいことから、経済活動の制限は

極力、範囲（地域や業種）を限定した方が望ましいと言えるだろう。 

 

 
2 同様に、給付金をＡさんとＢさんの双方に 1000円ずつ渡したとしても、Ａさんにはお金の使い道がないため、Ａさんは

結局 2000円を預金することになり、その 2000円で国債が購入される。 
3 図表 2の自粛経済においてＡさんは映画を我慢しており、Ｂさんはビールを我慢しているので、その後の自粛明けの経済

で映画を２本連続で見たり、ビールを多く飲んだりとリベンジ消費（ペントアップディマンド）が発生する可能性はある。

そのため、リベンジ消費経済においてＧＤＰが一時的に増える可能性がある。しかしリベンジ消費は一過性であり、自粛し

ていた部分の消費をすべて自粛明けに繰り越すことは考えにくい。3000円のうちの一部はリベンジ消費で戻ってくると言え

るが、全額は戻ってこない。 

なお、図表 1（平時の経済）でＡさんが預金 1000円しているが、銀行がこのお金で国債を買ってしまっているため、政府

が国債を償還してくれないとこの 1000円は使えない。 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が目

的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 


